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令和８年第２回南幌町議会定例会 

一般質問（質問者３名） 
（令和８年６月１０日） 

 

 

①「開業３年を迎えた「はれっぱ」の事業検証は」 

 

湯本議員 

 町長に、開業３年を迎えたはれっぱ事業を検証するという答弁を求めたいと思い

ます。 

はれっぱは、子育て世代の移住定住促進、子育て支援・子育て環境の拡充、町の

知名度向上、子どもの遊び場の環境整備を目的に整備された施設で、開業以来３年

を迎えました。施設には、町内外から多くの利用者が訪れにぎわっています。他市

町村からの視察も多く、今や南幌町の顔となっているのではないでしょうか。 

一方、町民のはれっぱへの関心は高く、将来の施設維持管理への不安もあり、以

下の点について町長にお伺いをいたします。 

１、開業後３年間の施設利用状況と町民の利用状況は。 

２、施設運営に要する町の指定管理料などの財政負担の状況は。 

３、施設整備による事業効果はどのように考えているか。 

４、今後の施設運営における課題はどのように考えているか。 

以上４点について答弁を求めます。 

大崎町長 

 開業３年を迎えたはれっぱの事業検証はの御質問にお答えします。 

１点目の御質問については、昨年１１月に来場者５０万人を達成し、開業３年目

にあたる４月末での利用者は、５５８，１１９人となりました。そのうち町民の利

用が５９，１６１人、１０．６％、町外の利用が４９８，９５８人、８９．４％と

なっています。また、無料休憩エリア、ＭＩＮＡすまいるゾーンについては、土日

祝日は町外の方の利用が多く、平日は町内の多世代の利用が多い状況です。 

２点目の御質問については、令和５年度は２，８１０万円、令和６年度は２，９

８０万円、令和７年度は３，０８０万円と人件費や物価高騰により、財政負担は増

加傾向にあります。 

一方で、指定管理者が企画するハイハイレースなどの自主事業は、３年間で３９

２回開催され、来場者の増加につながっており、指定管理による適切な運営が行わ
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れているものと考えています。 

３点目の御質問については、まちづくりの拠点施設として、交流人口・関係人口

の拡大、知名度向上、移住・定住の促進や中央公園のにぎわいなどによる町の活性

化と小・中学生の居場所や子育て世代の交流促進など、幅広い町民の利用による地

域コミュニティの場として、本町のまちづくりに大きな事業効果をもたらしている

と考えます。 

４点目の御質問については、現在の利用者数を維持することが重要と考えます。

そのためには、来場者を飽きさせないための取組として、イベントの充実や新たな

遊具への更新のほか、リアルタイムな施設利用情報の発信など、リピート率を向上

させることが必要と考えます。 

引き続き、子ども室内遊戯施設はれっぱを、まちづくりの拠点施設として維持管

理し、町の活性化に取り組んでまいります。 

 

湯本議員（再答弁） 

 再質問をさせていただきたいと思います。 

質問に対する回答については、了解という形になりますが、事業として目標とし

た成果というんですかね、来場者数も含めて、大幅に目標を上回っているという点

では、大いにこれ大成功と言ってもいいと思いますし、中央公園を起点としたこの

事業展開という点で見てもですね、公園内に来る他町村の人方も町民の利用も多く

増えましたし、子どもの声も響くということで、事業効果としては、大きな成果を

上げているというふうに思います。 

ただ、町民の側の不安というのは何かと言いますと、事業はどんなに成功して大

きくなっても、２点目の点について回答していただきましたように、町の財政負担、

人数が増えれば増えるほど財政負担が増えていくという相関関係はあるかどうか

分かりませんが、いずれにしても町財政の負担というのが生じているということで

すよね。それが、町民が負担するに値する成果を上げているかどうか、それを実感

することができるか、町が考えていること、共感を持って、この事業を評価できる

かということだというふうに思っています。やっぱり社人研などが出した当初ので

すね、人口予想では、２０５０年の南幌町の人口は約四千何百人だったというふう

に思いますが、それからすればですね、人口増加率などを考えると、大幅にそれを

上回ると。人口減少というのは避けられないというふうにしても、こうした人口増

加を南幌町が勝ち取ったということで、少なくとも、人口増加による５年後、１０

年後からのですね、人口減少率は大幅に軽減されるという状況を迎えたというのは、

町としても大きな成果だというふうに思っています。しかし、いずれにしても、人
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口増加は大体ここ４、５年。それからは多少の差はあったとしても人口減少に転じ

てくるというのは避けられないというふうに思うんですね。人口減少は避けられな

い、ほかの町でも人口減少を避けられないということを前提にしたまちづくり、ど

う乗り切っていくかと様々な苦労がされているわけですけど、言葉は悪いですけど、

それが南幌町は時期として少しずれ込んで、延ばすことができたということになる

というふうに思うんです。 

したがって、このはれっぱの事業費を常にこの財政負担が町に生じているという

ことからすればですね、そうした人口減少のもとで起きうる財政負担が町民にとっ

て重荷にならないだろうか。その後のまちづくりにとって負担にならないのかとい

う漠然としたという表現しますけど、その不安がやっぱりあるわけです。ですから

そこにはやっぱり町がですね、答えていく必要があるのだろうというふうに思って

います。何ていうんでしょう、事業をどう評価するかというのは非常に難しいんで

すけど、一般企業を例に出すと、ことは簡単ですよね。簡単です。会社法という法

律があって、利益を上げなかったら駄目だということが明記されていて、会社の使

命は利益を上げてその利益を株主や従業員やそれらに平等に配分するというのが

使命という形で表記されています。だから、どんなに支持された商品を開発されて

も、どんなに人気があって需要が多くても、利益を生まない事業は、もう会社とし

ての存在意義がないと、事業としての評価は受けません。これが一般企業ですよね。

しかし、公共企業は違うんですよね。公共企業はやはりそこに社会的な使命だとか

様々なものが入って、利益を上げる団体ではなくて非営利企業、非営利団体として

位置づけられています。 

したがって、町民が負担する財源については、町民がどれだけ理解をし、それに

共感しているということが非常に大事だということに思いますので、質問を続けさ

せていただきたいというふうに思いますが、その点でいうと、事業としては誰の目

に見てもですね、人はにぎわっているし、にぎわいづくりということが成功してい

る。町も人口が増えてきている。それに、やはりもう検証すべきですから、３年目

たって、はれっぱがどれだけの効果を出しているのか。もしくは、はれっぱ独自と

して、町長が言われるように町民と町外人口との交流とか、町民の福祉にどれだけ

貢献しているのか。それが、町が今負担している財政負担に見合ったものなのか、

費用対効果、これをやっぱり検証していくということが必要になってくるというふ

うに思うんです。 

したがって、今言ったような点で、改めてですね、町長にお伺いいたしますけど

も、はれっぱは、成功している面と課題があれば課題と、そして、その町民の不安

に対して、言わば町のですね、財政的負担を減らしていく方向、それからもっとそ
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こを活用してまちづくりに使っていくという展望、これがおありなのかどうか再度

質問させていただきます。 

 

大崎町長（再答弁） 

湯本議員の再質問にお答えをいたします。 

まず、最初おっしゃられました人口増加、人口減少、町のこれからの推移でござ

いますけども、湯本議員が申し上げたとおり、私も同様に考えてございます。また、

町民の利益につきましても、私も同じような考えを持っております。 

それで、まず最初に町民の施設の利用状況でございますけども、やはり施設開業

時、設立当初は利用者は多く経過しましたけども、その後は若干減少しております

けども、当初の計画を上回る利用者が現在確保できているものと考えております。

利用者の内訳は札幌圏が７３％、南幌町内が１０％、その他道内外が１７％であり

ます。中学生の放課後の利用や年配の方がコーヒーを飲んだり、幅広い世代の方に

利用され、町民の憩いの場になっているというように感じております。 

それと、２番目の指定管理料の財政負担、議員言われるように近年増加しており

ます。これにつきましては、主に人件費や物価高騰によるものでございます。 

それと、事業効果でございますけども、施設整備の背景でございますけども、子

育て中の保護者から総合計画のアンケート調査でございましたけども、子どもが安

心して遊べる場所や遊びの機会を充実させてほしいなどの要望がございました。ま

た、当時日本ハムファイターズのボールパークが北広島市に決まったことや道央圏

連絡道路の開通を視野に入れまして、人の流れが大きく変わることが想定されるた

めに、町内に人を呼び込む誘客施策として、子育ての町である南幌町らしい施設整

備を進めることになりました。そうしたことから、施設整備の基本的な目的につき

ましては、交流人口や関係人口の拡大、並びに子育て支援の充実でございます。あ

わせて、知名度向上、子育て世代の移住や人口増加、中央公園のにぎわいなど、町

の活性化につながっているものと、事業効果についてはそういうように捉えており

ます。先日、はれっぱの指定管理者が行ったアンケート調査がございまして、施設

の満足度では、とてもよかったが６４％、よかったが３３％で、合わせて９７％か

ら満足した回答をいただいております。その理由としては、１つ目には、子どもが

楽しんでいる。２つ目には、施設が清潔で設備も整っている。３つ目には、料金が

安いの順になっております。 

それで、今後の課題につきましては、道内におきましても、今後同様の施設整備

が予想されております。そのために、リピート率を高める取組が必要であると考え

ております。これにつきましては、イベントの充実や遊具の更新、情報発信などを
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想定してございます。また、町全体でこのはれっぱのにぎわいを実感するためにも、

最近町内でカフェやスイーツなど個性的なお店が増えております。はれっぱの利用

者が、それを周遊する取組が必要であるというように考えてございます。また、財

政負担に関しますけども、今後施設の経過とともに、遊具の更新など、施設の効率

的な維持管理が必要になってまいります。また、コストを抑える努力は惜しまず続

けていく必要がございます。それで、はれっぱのこのような事業効果を考えた場合、

現在の指定管理料について、財政負担への影響、これについては、現状では問題が

あるレベルとは考えておりませんけども、今後におきましても財政負担の影響が生

じないよう、指定管理者と十分協議を図りながら、適切な運営と維持管理に努めて

まいりたいと考えております。 

 

湯本議員（再々質問） 

 御答弁に対して再々質問をさせていただきます。 

今言われましたように、成果を、誰の目にも明らかったら変ですけど、それを町

民の方々も多く実感している部分はあるというふうに思うんです。やはり将来に対

する不安の財政負担などを迎えると、どんなに成功していても、それに対する対費

用効果がちゃんととられているのか、それを町民として共感できる部分なのかとい

うところだというふうに思います。この財政措置としてこれからコストがかかって

もですね、大体この維持をしながらやっていくということですから、基本的には指

定管理を含めたですね、この施設への町民負担というのはある程度続いていくだろ

うというふうに思うんです。であれば、その負担額にふさわしいこの事業としての

ですね、成果をできるだけ多くの町民の人方が共有できるというものをつくり出し

ていかなければならないというふうに思うんです。ここがポイントかなというふう

に思うんです。私は、町民の方と触れ合いながら、何でだろうと、いい事業をやっ

てこれだけ成果しながら、まだなかなか町民の中でも様々な意見、不安があるとい

う点について考えさせていただきました。今日は検証ですから、事業の在り方自体

に対しても若干言わせていただきたいんですが、やっぱりこの事業を進めるに当た

って、今は成功はしていますけど、町民との合意といいますか、この事業を本当に

一緒にやっていこうというこの共感、そしてまちづくりに対する町の側のストーリ

ーといいますか、形をですね、やっぱり十分に町民の側と共有することができたの

だろうかどうかということがちょっと疑問に残っているわけです。それらがですね、

やっぱり町政の側と町民の側とに共感がきちんと形づくられていればですね、様々

な不安というか疑問は、多くの場合、この事業に対しては出てこなかったのかなと

いうふうに私自身は考えているところです。これはですね、町政を進める上でも非
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常に重要な問題だというふうに思っています。やっぱり一つの事業をやるときに、

これはいいものだというふうに一方の側が理解して進めるのではなくて、やっぱり

それを享受する町民との間で、真剣に時間をかけてですね、地域全体のストーリー

というものを共有し、そして住民とともに合意形成をしていくということが大事だ

というふうに思います。これを本当にしっかりとやられたのかどうかということが、

この検証の中でもやらなければならないというふうに思うんですね。だから今後や

る様々な事業についても、やっぱり住民との間の合意づくりというのは非常に重要

ですし、住民参加をどのようにその事業に関わっていくのか、まちづくりに対して

も真剣にどういうふうに関わっていただくのか、これが大事だというふうに思うん

です。結局それをなぜそういうことを思うかというと、やっぱりこれだけのにぎわ

い、人づくりができて、一つは、町のにぎわいづくりや商店街の活性化ということ

では、テーマになっていたにもかかわらず、やっぱり南幌の顔である中央商店街な

どは、高齢化だとかということも含めてですね、やっぱり継続して事業を行うこと

はなかなかできなくて廃業されて、新しい人方も入ってきていますけど、そういう

状況になってきていると。やっぱり一緒に、自分たちは高齢化だ、しかし後継者も

育成して、どういう商店街をつくるのか、この事業でどういう町をつくるのか、そ

ういうストーリーや町の将来についての関わり方を十分に尽くされたのかどうか

というのが、やっぱりこれだけはれっぱが成功すればするほど、痛ましいな、本当

にそこはやられたんだろうかということを感じざるを得ません。したがってですね、

今後とも、やはりそういった点でですね、課題として残っている部分、これはやっ

ぱり町民の側とですね、膝を交えてしっかりと今後のまちづくりについての指針に

していただければというふうに思っているところです。 

町は、ちょっと話は変わりますけども、はれっぱの事業をやり、温泉の事業をや

り、そして、私は反対しましたけど、キャンプ場も造成し、あそこの公園地域ので

すね、開発なども今計画をされているわけですよね。それが、町民にとって一体ど

ういう効果、利益をもたらすのか、町民福祉にどう役に立つのかということは、私

はちょっと疑問に思っている。もっともっと解明しなきゃならないというふうに思

っているんです。はれっぱと同じように事業は成功するけども町民の負担は増えて

いくんだということでは、本末転倒だということになってしまいますので、その点

では、今後ともですね、十分に町政運営についてはですね、町民参加と町民の合意、

共感を得る、これをですね、手続としても政策づくりとしても、その成果をともに

実感するという点ではですね、進めていっていただきたいというふうに思っている

ところです。 

はれっぱに戻りますけども、はれっぱは今後でもですね、遊戯の施設、先ほど言
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われましたように入替えなどが出てきます。負担もまた増えてくるというような局

面も出てくるということになります。やはりですね、全世代の人方がその利益を享

受するということになれば、もっともっと町民の方々の利用を、関わりを増やすと

いうことが重要になってきているので、その点についてはですね、今後ともいろい

ろ知恵を絞って施策に反映させていただきたいというふうに思いますが、いずれに

しても、やはり私はこのコストの問題、負担の問題は重要だというふうに思うんで

す。長らくですね、地方自治の分野では、公共事業に対応して民間有利というね、

展開がされて、公共事業は赤字ばっかり出していると、だから民間の手法を使って

利益を上げるような自治体にならなきゃならないんだと、そういう事業を大いに進

めなければならないんだというのがずっと続いてきているわけです。それからする

と、はれっぱは、先ほど町長の言ったように、一定のコスト町民が負担しても、そ

の効果は様々な分野で出てきているんだということですよね。したがって、それは、

説明責任がやっぱりそれだけ大きくあるということになると思いますので、こうい

った問題についてですね、最後に、町長は町民との向き合い方について、お考えあ

れば、お伺いして私の質問を終わりたいと思います。 

 

町長（再々答弁） 

 湯本議員の再々質問にお答えをいたします。 

町民の不安が増しているということをおっしゃられましたけども、その辺私のほ

うとの、なかなか理解ができませんけども、例えば、町民との共感、これについて

は大変重要なことだと思っております。また、説明責任、これについても重要なこ

とだと思います。これにつきましては、町民に対しての利用状況やアンケート調査

の結果、または施設の維持管理負担などについても、広報などを通じて、町民と意

識共有が図られるように努めてまいりたいなと考えております。 

それと、施設の合意づくり、これにつきまして、いろいろ言われましたけども、

施設の整備に際しまして、いろいろと議会からも御意見がございました。それで、

そのこともあり、また、町民とも合意形成ということで、行政懇談会を通じて、町

民との合意づくりにも努めました。それらを踏まえて、現在の施設整備があるわけ

でございますので、その辺の理解をよろしくお願いをしたいと思います。 

それと、費用負担のことをおっしゃっていましたけども、費用負担、一定の負担

はありますけども、それが町民の負担につながっているということで言われました

けど、一方でこれによります、まちづくり、地域の活性化、地域コミュニティ、ま

たは子育て支援の充実、交流人口・関係人口の拡大ということで、その役割は果た

しているのかなと思ってございます。また、町民との共有という意味では、指定管
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理者の自主管理事業として、様々な自主交流事業を実施しております。これについ

ては、地域交流が促進されているのかなと思っております。それと、商店街を含め

た経済効果でございます。以前も湯本議員から御意見をいただきました。具体的な

把握は難しいけども、間違いなくこれ上がっております。それと、それを促す取組

につきましては、毎年、私、商工会の総会でお呼ばれをしますけども、その中で、

中央商店街を含めた消費拡大、これについてお話をさせていただいておりますし、

同様に、議長も挨拶の中で述べられております。そうしたことで、毎年毎年そうい

うことで、商工会の皆さんとそういう議論をしているということは、お知りおきい

ただきたいなと思ってございます。また、１年半前に、はれっぱの近くにスーパー

マーケットができました。これも間接的な事業効果というように私は考えてござい

ます。いずれにいたしましても、一定の投資は避けられるものではございません。

交流人口の拡大をはじめ、子どもの健やかな成長や地域コミュニティ、知名度向上

など、将来への投資と基盤づくりは重要なことと考えますので、御理解をいただけ

ればと思います。 
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①「マイナンバーカードを活用した町民サービスの拡充を」 

 

西股議員 

それでは、私のほうからは、マイナンバーカードを活用した町民サービスの拡充

をということで、町長へ質問させていただきます。 

南幌町におけるマイナンバーカードの保有率は、令和８年４月末現在９０．２％

で、全国９位、全道１位と非常に高い保有率となっています。 

マイナンバーカードは、住民票などの各種証明書のコンビニ交付、マイナ保険証、

運転免許証と一体化したマイナ免許証などに活用されています。 

総務省の資料によりますと、これらのサービスはマイナンバーカードに設定され

ている空き領域を各自治体などが条例で定めることで、自治体独自の活用が可能と

なり、町民向けに様々なサービスを提供することができることになっています。 

さらに、スマートフォンと連携すれば、その利用範囲は大きく広がるとともに、

町民が楽しく使えるオリジナルサービスが設定でき、例として、本町でも行ってい

るボランティアや健康活動のポイントをカードで管理し、地域通貨を設定すると町

内の取扱店で利用できるなど、地域経済の循環にもつながります。また、あいるー

との支払いにマイナンバーカードを活用することや、子どもや高齢者の見守りサー

ビスも可能になります。 

マイナンバーカードを活用した住民への公共サービスの提供は、現在、様々な自

治体で官民一体となった取組が始まっています。 

本町の人口は、増加傾向が続いていますが、今後の人口は大きく伸びない推計が

されており、住み続けやすいまちづくりが課題となってくると思います。第７期総

合計画の策定に合わせてマイナンバーカードを活用した町民サービスの拡充を施

策の取組として検討していく必要があると考えますが、町長の考えを伺います。 

 

大崎町長 

マイナンバーカードを活用した町民サービスの拡充をの御質問にお答えします。 

現在、マイナンバーカードは、各種証明書のコンビニ交付や書かない窓口など、

手続きのスマート化での利用のほか、消防において救急搬送時にマイナ保険証から

傷病者の医療情報を取得するマイナ救急に活用しています。 

マイナンバーカードの空き領域を活用した自治体独自の取組が、全国の自治体に

おいて進められています。なお、本町におけるカード保有率は９０．２％と高い状

況であることから、マイナンバーカードの独自の活用は、町民サービスの向上に有

効であると考えます。そのことから、第７期総合計画の策定にあわせ、本町ＤＸ推
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進計画における取組事業での活用や町民の利便性向上、地域活性化につながる取組

について、先進事例を参考に検討してまいります。 

 

西股議員（再質問） 

再質問させていただきます。 

南幌町のＤＸ推進計画につきましては、令和１０年までの計画で今進んでいると

思います。毎年検証もしながら進めているわけなんですけれども、あと２年の中で

ですね、住民サービスの関係、これらをですね、十分納得いくような形のものとい

うのが組まれるのかなというふうに思われます。 

実は、先月ちょっと政務活動でですね、このマイナンバーカードを活用したです

ね、取組をやって非常に活発に行っているところへ視察に行ってまいりました。そ

の中では４年くらいかかっているんですね。それも官民一体となってやっていって、

まだ半分くらいの部分しかできていないという中ですので、これを令和１０年まで

にやるというのは非常に難しいのかなというふうに思います。私は、やはり町民サ

ービスの利便性向上というのが、これは基本方針の中にもあるわけですから、回答

の中で少しでもこういうことをやるんだというものが記されているのが１番よか

ったんですけれども、大体今やられていることが中心の回答だったかなというふう

に思っております。 

そこで、その町でやっている内容というのはですね、マイナンバーカードは安全

ですよということで、町民にこのマイナンバーカードのですね、安全性というのを

かなり周知したようです。これにやはり時間を費やしているというような感じにな

っています。ですから、マイナンバーカードをふだんから持ち歩くという部分をで

すね、安全なんだということで置き換えて今進めているようでございます。それで、

南幌町と同じように８，９００人ぐらいの人口ですけれども、その中の５０％ぐら

いのところで今、そういうようなマイナンバーカードにこのちょっとあれですけど、

システムを付け加えてやっているというのが４，０００件ありますので、５０％ぐ

らいかなと思うんですけれども、その中でやはり地域通貨を設定する部分と、ポイ

ントでいろんな町の施設を使っていくという部分をですね、二つを組合せて一つの

マイナンバーカードでやっていっていると。それに、今度スマホを連携した中で、

一つのアプリケーションの中でですね、いろんなものが即座に見られるというよう

な形を組んでおります。この地域通貨の関係も、加盟店のほうでですね、マイナン

バーカードで支払いができるというのも一つのやり方ですし、このマイナンバーカ

ードで地域通貨ができるということで、例えば、物価対策の関係の交付金事業、こ

ういうのも一括で入れることができると。それとポイントは、町内のいろんな施設
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に行く段階でポイントを全部付加できるように、ポイントをチャージできるという

ふうになっております。そういうようなポイントを集めていって、今度、年間４回

ぐらい抽せん会やっていると。地域通貨とポイントは連動しないというふうになっ

ていますので、ポイントたまったら通貨に変わるということはないんですけれども、

それを抽せん会で商品に換えるんだというような形の取組をしております。ですか

ら、こういうような取組をですね、南幌町でもやられると、やはり町民にとっても

やはりせっかくマイナンバーカードをつくったけども、ほとんど使う用事がないと

いう部分をですね、変わってくるのかなというふうに思っております。 

それと、ちょっと聞いたところによると、高齢者の方にあまり喜ばれないのでは

というような話をしたんですが、このポイントがあるということで、高齢の方が非

常に多く使われているんだというようなことも言われました。 

それと、もう一つはですね、今南幌町でもマゴコロボタンですとかいろんな取組

しているんですが、このマイナカードで見守りサービスというのもできますので、

小学生が下校時に、そのチェックポイントのところでかざすと、それで学校から帰

りなんだというのも分かりますし、例えば、これからは避難所の関係もやっていく

よということになってくると、避難所のほうで使うような形になると、それもその

登録先のほうには連絡が入るんだというような形になっております。こういう取組

というのは、今大手の広告代理店が中心になってやっております。ですから、こう

いうものをですね一つ南幌町でも取り入れるような感じで、この第７期総合計画の

中で進めていってほしいなということで今回一般質問したわけなんですが、検討し

ていただけるというふうにはあるんですけれども、実際に具体的にはどういうよう

に考えていくのかということですね、少し町長の考えを伺いたいなと思いますので、

よろしくお願いしたいと思います。 

 

大崎町長（再答弁） 

西股議員の再質問にお答えをいたします。 

現在、本町におけるマイナンバーの利用状況でございますけども、住民票各証明

書の交付など、全体の４分の１がコンビニ交付でありまして、マイナンバーカード

が利用されております。 

それで、空き領域を活用した先進事例でございますけども、議員が言われたとお

り、カードには市町村が独自利用できます領域が確保されておりますので、条例の

手続きをすることによりまして、地域住民向けのサービスが提供できることとなっ

ております。図書の貸出しや選挙の入場受付、避難所の受付、公共交通の運賃割引、

職員の出退勤管理、防災訓練の参加や健康受診、ウォーキングにおけるポイント付
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与など、様々な活用が広がっておりまして、官民連携の動きが進んでおります。 

本町において導入した場合の期待される効果でございますけども、町民サービス

の向上とあわせて、業務の効率化、両面での期待ができるのではないかなと思いま

す。また、本町のカード保有率９０．２％という高い状況を考えますと、マイナン

バーカードを活用した取組は町民サービスを進める上でも効果的であるのかなと

いうふうには考えております。 

事業化に向けましては、今後どのような業務で、どのような活用されるべきか、

また、それによりまして、住民対応や現場の負担はどう変わるのか、これなどを検

証する必要があるのかなと思っております。町民のカードの利用に当たっては、手

続きが面倒ですとか、個人情報の漏えいが心配と考える人が多いのも事実かなと思

います。しかし、先ほど議員言われたように、制度を分かりやすく周知しまして、

利用につなげていくことが、今後に向けて大事なことだろうかなと思います。カー

ドを持っているということより使うことの意識づけが必要でないかなと思います。

そういう今後に向けてＤＸの期間であります、２年で事業構築できるかは現時点で

は言えませんけども、総合計画の策定にあわせまして、ＤＸ推進計画の取組事業の

中で、本町に適した取組を検討していきたいというふうに考えてございます。具体

的に今どの事業をどうするということについては、まだ申し上げられる状況ではご

ざいません。 

 

西股議員（再々質問） 

再々質問させていただきます。 

今のお話聞く中ではですね、ちょっと地域通貨というやつが、このシステムの中

であるわけなんですけれども、この地域通貨を使うことによっての町内への経済の

循環の部分では、この町では１億７，０００万円くらいあったと、２年間でという

ことですので、ある程度のですね、そういうような経済効果も見込めるのかなとい

うふうに思いますので、この地域通貨を設定することによって、例えば、あいるー

とあたりの料金もですね、そういうような、今例えばＷＡＯＮですか、やっており

ますけれども、このマイナンバーカードで支払いができるというのも可能になって

きますので、そういうところも検証しながらですね、進めていくのがよろしいのか

なというふうに思いますので、これはお願いでございますけれども、そういうとこ

ろも一歩踏み込んでですね、進めていっていただきたいなというふうに思いますの

で、それらを伝えまして、質問を終わらせていただきますので、よろしくお願いし

ます。 
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①「本町の外国人多文化共生について」 

 

佐藤議員 

町長に質問させていただきます。 

本町の外国人多文化共生について。全国的に人口減少・少子高齢化が進行する中、

あらゆる産業分野で人材不足が深刻化しており、国内の外国人労働者は令和７年１

０月末時点で２５７万人と過去最多となるなど人材不足が続く国内では、今後も外

国人労働者の増加が想定されています。 

本町においても国による技能実習制度の見直しや事業者の人材不足の影響を受

け、４月１日時点の住民基本台帳における外国人登録者数は、平成２７年は３６人、

令和２年は６６人、令和７年は９３人、令和８年は１１４人と１０年間で約３倍に

増加し、技能実習生や特定技能実習生などの外国人人材も増加するなど地域産業を

支える大切な存在となっていますが、今後もこの傾向は続くものと思われます。 

そのような状況から、全国的に言葉や文化の違いから、誤解や孤立が発生するな

ど地域コミュニティの構築に課題があることも聞かれますが、国籍や文化の違いを

認め合いながら外国人の方が安心して暮らし、地域でお互いの顔が見える関係づく

りを進めるなど多文化共生の視点が重要であると考えます。 

本町の現状を踏まえ、まずは外国人人材を受け入れる事業者との連携を図り、懇

談会やアンケート調査などを通じて状況を把握することが重要と考えますが、多文

化共生のまちづくりの考えと事業者との連携について、町長の考えを伺います。 

 

大崎町長 

本町の外国人多文化共生についての御質問にお答えします。 

本町における外国人登録者数は、６月１日現在、１３か国１２７人で、その約８

割が技能実習生や特定技能実習生となっています。技能実習生については、転入手

続きの際、受入先事業者との連携により、町がごみ出しルールなどの生活オリエン

テーションを実施しています。また、日常生活においては、事業者によるサポート

もあるため、地域住民との生活トラブルなどは、特に確認されていません。 

今後も人材の確保のため、外国人人口の増加傾向は続くものと考えることから、

事業者などの関係機関と連携協力するとともに、町内在住の外国人に対する相談・

支援体制の充実を図る必要があると考えます。国が定める、地域における多文化共

生推進プランに基づき、地域の実情を踏まえた施策について、第７期総合計画にお

いて位置づけし、外国人住民に対するコミュニケーションや生活などの支援につい

て、先進自治体を参考に検討したいと考えますので、現段階では懇談会やアンケー
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ト調査を行う考えはありません。 

 

佐藤議員（再質問） 

それでは、再質問させていただきます。 

ただいまですね、現時点では懇談会やアンケート調査を行う考えはありませんと

いうお話でございました。この、国が定めるこの地域における多文化共生推進プラ

ンの中にですね、地域の声、日本人、外国人も含めたそういう声を取り入れながら

との趣旨がございます。また、総合計画にも位置づけしていただくということであ

ればですね、やはり直接声を聞くことというのは大事ではないかなというふうに思

っております。やはりアンケート調査、懇談会は必要と思いますが、伺います。 

それとですね、現在南幌町には、インドネシア、オーストラリア、タイ、パキス

タン、フィリピン、ベトナム、ミャンマー、モンゴル、イギリス、韓国、中国、ア

メリカ、フランスの１３か国の外国人の方々が暮らしていまして、まさに多国籍な

地域となっております。先日ですね、町内企業で働く外国人の実習生の方との懇談

会の機会がありました。その中で、南幌は買物できる場所も増えて、町のお祭りに

も参加して楽しい。しかし、仕事以外で日本人と接する機会が少ない。町のイベン

トや防災訓練にも参加してみたい。日本語をもっと上達したいので、優しい日本語

を学ぶ機会があれば参加したいという、そういう声も寄せられました。国によって

文化、風習、言葉は異なり、ごみの捨て方とか騒音なども問題になっているそうい

う地域もございます。先ほどのお話で、南幌町は今そういうことはないというお話

でしたので、現在は安心はしておりますが、今後も様々な国籍の方々が南幌町に来

られる可能性がございます。ですから、外国人の方だけではなく、地域住民との相

互理解を深める取組がこれからもっと重要になってくると考えております。外国人

住民だけに焦点を当てるのではなく、地域住民も含めた双方向の理解を進めること

が大事だと考えております。そのためにですね、町として、規則、取決め、条例ま

でいかなくてもいいと思うんですが、将来のための規約などは必要になってくるの

ではないでしょうか。そこのところも伺います。 

それと、私は多文化共生を進める上で、外国人を受け入れている事業者との連携

は極めて重要だと考えております。先ほど８割が技能実習生、特定技能実習生とな

っているということでしたので、その事業者との連携は極めて重要だと考えていま

す。特に本町では、農業従事者、介護人材が不足していると聞いています。外国人

人材は今後もますます南幌町に欠かせない存在となっていくのではないかと思い

ます。一方で、ここ最近ですね、国の制度改革がいろんな形で急速に進んでおりま

して、技能実習制度や特定技能制度は複雑化する懸念がございます。その中で、町
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としてどこが相談を受けるのか、担当部署を明確にすることが重要だと考えており

ます。そこのところも伺います。 

アンケート、懇談会についてと、規則の必要性、担当窓口の件この３点お伺いい

たします。 

 

大崎町長（再答弁） 

佐藤議員の再質問にお答えをさせていただきます。 

まず、外国人労働者増加の背景でございますけども、少子高齢化によります人手

不足を解消するために、外国人人材の受入れを拡充しようと平成３０年に入管法が

改正されまして、新たな在留資格が創設されるなど、人手不足が深刻な産業で、外

国人を雇用できる環境になりました。 

本町における外国人登録者の国籍の内訳ですけども、議員が言われたとおり、主

な国籍別では、ベトナム５６人、中国２８人、インドネシア１２人、ミャンマー８

人、パキスタン６人の順で、町の人口に占める割合は１．５％でございます。在留

資格別の内訳でございますけども、主なものとしましては、技能実習生が７０人、

特定技能実習生が２８人、家族滞在が７人、永住者が６人、日本人の配偶者が５人

の順でございます。 

本町における外国人の実態でございますけども、技能実習生と特定技能実習生、

議員言われたとおりそれが８割で、大半が管理事業者の支援のもと共同生活を送っ

ております。技能実習生や特定技能実習生が転入など、行政手続が必要な場合は、

管理事業者が同行支援するとともに、ごみの分別や交通ルール、通院などの支援も

行われておりまして、現段階では、生活トラブルや地域の苦情等は特に確認されて

ございません。また、昨年４月に、管理事業者の役割の明確化や支援を強化する法

改正が行われております。現在、町内における管理所事業者は７団体存在してござ

います。外国人が安心して暮らすための支援としましては、これからも、外国人の

増加は続くものと考えることから、管理事業者の連携、協力が必須であると考えて

ございます。 

それで、将来のための規約づくりということを申し上げられましたけども、これ

につきましては、まずは総合計画で位置づけをし、その取組の検討を行うことから、

その中で検討をすべきではないかなと思います。また、農業や介護の人材不足、議

員言われているとおりでございます。これを外国人労働に求めていくのか、どうで

あるのか、これにつきましては今ここでちょっと申し上げるものは持ち合わせてお

りません。ただ、傾向としましては、そういう傾向になりつつあるのかなとは思っ

ておりますけども、どのぐらい不足しているのか、それらについてはちょっと資料
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を持ち合わせておりません。 

それと、懇談会、アンケート調査の関係でございますけども、まずは総合計画で

施策の位置づけを行いまして、取組の検討をしてまいります。その段階で必要と判

断した場合に、その懇談会、アンケートの検討をしてまいりたいというふうに考え

ております。 

それと、町の担当部署については、まちづくり課が所管しております。 

 

佐藤議員（再々質問） 

それでは、再々質問させていただきます。 

アンケート、懇談会、また、規約の必要性については、総合計画の中で進めてい

ただけるというお話でしたので、よろしくお願いいたします。 

それで、先ほど担当窓口なんですが、まちづくり課というお話も聞いております。

ただ、やっぱり、いろんな形で今、保健福祉課とか住民課とか、それぞれに外国の

方が行かれて対応されているとも聞きました。大きな部分ではまちづくり課が対応

していただいているんですけれども、そういう中で、担当職員が全てその部署で外

国人の方に対応し、また外国人の方が理解するというのは難しいのではないかなと

思います。本当に優しい日本語、外国人の方も、行政用語、また日本人であれば簡

単に分かる内容であっても、その窓口でお話しされることが理解できないというこ

ともあると思います。 

外国人の方と懇談したときも、南幌町の人たちはみんな優しくて、生活はしやす

いんだけれども、やっぱりいろんなところでもう少し、優しく対応してほしいとい

う、優しい日本語であれば分かりやすいというお話もしておりました。そういう部

分では、今のところ、まちづくり課が外国人を対応する総合窓口という形としては、

住民の方も分からない方もいるのではないかなと思いますので、そういう部分では、

まちづくり課が担当であれば、分かるような体制作りをしていただきたいなという

ふうに思います。そこのところお伺いいたします。 

 

大崎町長（再々答弁） 

総合窓口につきましては、総合的な所管する窓口についてはまちづくり課が所管

してございますけども、実際の転入の受付ですとかごみの分別ですとか、いろいろ

生活情報につきましては、それぞれ所管の担当課で担うということになっておりま

す。 

外国人がなかなか日本語が分からないのではないかなということでございます

けども、管理事業者の役割もございますので、その中で管理事業者が同行されて、
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そういう支援をするという法改正が行われておりますので、現段階では、その中で

行われているということで、さらに、現状でいいのかということもありますけども、

例えば、通訳などの人材育成、これにつきましては、早々なかなかすぐできるもの

ではございませんので、これについては職員が翻訳アプリなどを活用して、そうい

う形で補っていきたいなというように考えてございます。 

それと総合窓口、役場の受入れ等々でございますけども、これにつきましては、

今外国人の状況も進んでおりますので、その多文化共生とあわせて、窓口につきま

しても、町広報で町民に周知をしてまいりたいというふうに考えています。 


